
日常生活自立支援事業は、平成11年10月の事業開始から21年目を迎え、地域において、判断能力が

不十分な人の暮らしを支えるうえで欠かせない事業として定着しています。 

 本書は、『2008年日常生活自立支援事業推進マニュアル』として初版が発行されて以来、多くの関係者

に活用されてきました。今回の改訂では、これまでの内容を踏襲しつつ、前回改訂以降の関連制度の動き等

を反映するとともに、本事業との関係について一部加筆を行い、通知や関係法令等、新たな資料を収録しま

した。また、目次を充実させるなど、従来よりも内容を検索しやすくリニューアルしています。 

 一人ひとりの意思が尊重され、安心して暮らすことのできる地域づくりのために、日常生活自立支援事業

が今後もますます役割を発揮できるよう、本書がその一助となれば幸いです。 

【お問い合せ・ご注文】社会福祉法人 全国社会福祉協議会 地域福祉部 

TEL:03-3581-4655 FAX:03-3581-7858 E-mail:z-chiiki@shakyo.or.jp 
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